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一般競争入札（特定調達）

森林総合研究所林木育種センターで使用する電気

平成27年2月20日

ミツウロコグリーンエネルギー(株)

平成２６年１２月１０日　入札公告

平成２７年２月２日　入札説明書交付期限等

平成２７年２月３日　開札

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
入札審査委員会において、仕様書、公告掲示場所等について検討
し、前回と同様の内容とした。

②業務等準備期間の十分な確保 ○
前回より２週間程度長い業務準備期間を確保した。

③公告期間の見直し ○
前回より公告期間を１日長く確保した。

④公告周知方法の改善 ○

前年度に引き続き林木育種センターHP・本所HPに掲載し、林木育
種センター内掲示板2箇所及び本所掲示板に掲示し、茨城大学工
学部、茨城森林管理署へ入札公告の掲示を依頼し、幅広く周知を
行った。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在導入の予定はない。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加者の他に２者入札説明書を交付したが、入札参加は１者
のみだった。入札に参加しなかった業者には理由等をヒアリングし
た。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、全等級を対象とした。前年
度も全等級としている。

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組は、現在対応可能な方策は全て実施した。

契約監視委員会のコメント

一者応札・応募等事案フォローアップ票（平成２６年度第４四半期分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

契 約 締 結 日

　上記のとおり、法人における改善取組はほぼ実施されているが、応札しなかった業者のヒアリング内容を検討
し、改善すべき取組があれば、検討する必要があると思われる。また、新規参入業者の情報も的確に把握する必
要がある。

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

　引き続き見直しを実施し、複数応札となるよう取り組む。

本案件を審議した契約監視委員会の委員

　委員の合議により審議
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一般競争入札

北海道育種場業務用電力の供給

平成27年3月5日

北海道電力(株)

平成２７年２月２日　入札公告

平成２７年２月２３日　入札説明書交付期限等

平成２７年２月２４日　開札

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
入札審査委員会において、仕様書等について検討し、前年と同内
容とした。

②業務等準備期間の十分な確保 ○
前年度より２週間長く業務準備期間を確保した。

③公告期間の見直し ○
前年度と同様の公告期間を確保した。

④公告周知方法の改善 ○

前年度に引き続きホームページ及び場内に掲載し、北海道支所、
江別市役所及び新たに北海道農研センターへも掲示をお願いし、
幅広く周知を行った。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在導入の予定はない。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加者の他に2件の問い合わせがあったが、入札説明書の交
付を希望する者がいなかった。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、全等級を対象とした。前年
度も全等級としている。

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

契 約 締 結 日

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

一者応札・応募等事案フォローアップ票（平成２６年度第４四半期分）

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

　引き続き見直しを実施し、複数応札となるよう取り組む。

本案件を審議した契約監視委員会の委員

　委員の合議により審議

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組は、現在対応可能な方策は全て実施した。

契約監視委員会のコメント

　上記のとおり、法人における改善取組はほぼ実施されているが、引き続き、仕様書、業務等準備期間、公告期
間の見直しを実施するとともに、今後新規参入業者の情報も把握する必要がある。
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一般競争入札

一般健康診断・蜂毒抗体検査単価契約

平成27年3月13日

医療法人社団常仁会牛久愛和総合病院

平成２７年２月９日　入札公告

平成２７年３月３日　入札説明書交付期限等

平成２７年３月６日　開札

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
入札公告を３週間早めて、入札を早期に行うこととした。

②業務等準備期間の十分な確保 ○
入札を早期に行ったことにより業務等準備期間を、昨年より20日間
程度長く確保した。

③公告期間の見直し ○
前年度と同様の公告期間を確保した。

④公告周知方法の改善 ○

前年度に引き続きホームページ及び所内に掲載し、林木育種セン
ター、森林農地整備センター、農林水産技術会議事務局筑波事務
所、つくば市役所へ入札公告の掲示を依頼し、また、つくば市商工
会および筑波研究支援センターのホームページに調達情報のリン
クを貼ってもらい参入が予想される業者に幅広くPRを行った。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在導入の予定はない。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加者の他に入札説明書の交付を希望する者がいなかった。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、全等級を対象とした。前年
度も全等級としている。

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

一者応札・応募等事案フォローアップ票（平成２６年度第４四半期分）

法 人 名

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組は、現在対応可能な方策は全て実施した。

契約監視委員会のコメント

　上記のとおり、法人における改善取組はほぼ実施されているが、引き続き、仕様書、業務等準備期間、公告期
間の見直しを実施するとともに、対応できる病院等を調査するなど、改善する余地はあると思われる。

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

契 約 締 結 日

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

　引き続き見直しを実施し、複数応札となるよう取り組む。
　なお、近隣の対応可能な病院等について調査を行ったところ、既に他企業等での健診が年間予定されているた
め、入札参加することは難しい旨の回答を得ている。

本案件を審議した契約監視委員会の委員

　委員の合議により審議
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一般競争入札

関西育種場業務用電力の供給

平成27年3月13日

中国電力(株)津山営業所

平成２７年２月１８日　入札公告

平成２７年３月９日　入札説明書交付期限等

平成２７年３月１０日　開札

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○

入札説明書に掲げる入札適合条件「二酸化炭素排出係数、環境負
荷の低減に関する取組の条件」の各要素の区分及び配点を見直
し、複数の電気事業者の参入が可能（中国電力供給区域で最大７
社）になるように配点した。

②業務等準備期間の十分な確保 ○
前年度と同様の準備期間を確保した。

③公告期間の見直し ○
前年度と同様の公告期間を確保した。

④公告周知方法の改善 ○

前年度と同様にホームページ及び所内外への掲示を依頼し、幅広
く周知を図った。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在導入の予定はない。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加者の他に入札説明書の交付を希望する者がいなかった。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、全等級を対象とした。前年
度も全等級としている。

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

契 約 締 結 日

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募等の改善取組内容

一者応札・応募等事案フォローアップ票（平成２６年度第４四半期分）

法 人 名

案 件 番 号

本案件を審議した契約監視委員会の委員

　委員の合議により審議

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組は、現在対応可能な方策は全て実施した。

契約監視委員会のコメント

　上記のとおり、法人における改善取組はほぼ実施されているが、引き続き、仕様書、業務等準備期間、公告期
間の見直し等の改善を実施するとともに、新規参入業者の情報も把握する必要がある。

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

　引き続き見直しを実施し、複数応札となるよう取り組む。
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一般競争入札

関西育種場（本場）に係る育種樹木育成管理業務

平成27年3月13日

太平台(株)

平成２７年２月１３日　入札公告

平成２７年３月９日　入札説明書交付期限等

平成２７年３月１０日　開札

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
入札審査委員会において、仕様書、公告日、公告掲示場所等につ
いて検討し、前年と同様の内容とした。

②業務等準備期間の十分な確保 ○
前回と同様の業務準備期間を確保した。

③公告期間の見直し ○
前回と同様の公告期間を確保した。

④公告周知方法の改善 ○

ホームページ及び所内外への掲示を依頼し、幅広く周知を図った。
今年度新たに、みまさか商工会勝央支所掲示板に掲示した。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在導入の予定はない。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札説明書の受領は２者あったが、入札参加は１者のみだった。
入札に参加しなかった業者には理由等をヒアリングした。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、全等級を対象とした。前年
度も全等級としている。

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

一者応札・応募等事案フォローアップ票（平成２６年度第４四半期分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

一者応札改善の取組は、現在対応可能な方策は全て実施した。

契約監視委員会のコメント

　上記のとおり、法人における改善取組はほぼ実施されているが、仕様書、業務等準備期間、公告周知方法の見
直し等改善する余地はあると思われる。

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

　引き続き見直しを実施し、複数応札となるよう取り組む。

本案件を審議した契約監視委員会の委員

契 約 の 件 名 及 び 数 量

契 約 締 結 日

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

　委員の合議により審議
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一般競争入札

関西育種場四国増殖保存園に係る育種樹木育成管理業務

平成27年3月13日

(一財)日本森林林業振興会高知支部

平成２７年２月１３日　入札公告

平成２７年３月９日　入札説明書交付期限等

平成２７年３月１０日　開札　

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
公告期間等を検討したが、予算示達時期と契約手続きの関係で、
前年と同様の内容となった。

②業務等準備期間の十分な確保 ○
前年度と同様の準備期間を確保した。

③公告期間の見直し ○
前年度と同様の公告期間を確保した。

④公告周知方法の改善 ○

前年度と同様にホームページ及び所内外への掲示を依頼し、幅広
く周知を図った。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在導入の予定はない。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加者の他に入札説明書の交付を希望する者がいなかった。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、全等級を対象とした。前年
度も全等級としている。

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

契 約 締 結 日

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組は、現在対応可能な方策は全て実施した。

一者応札・応募等事案フォローアップ票（平成２６年度第４四半期分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

契約監視委員会のコメント

　上記のとおり、法人における改善取組はほぼ実施されているが、仕様書、業務等準備期間、公告周知方法の見
直し等改善する余地はあると思われる。

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

　引き続き見直しを実施し、複数応札となるよう取り組む。

本案件を審議した契約監視委員会の委員

　委員の合議により審議
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一般競争入札

森の展示館公開管理業務及び説明業務

平成27年3月16日

特定非営利活動法人しぜん　あそ・まな・くらぶ

平成２７年１月３０日　入札公告

平成２７年３月１０日　入札説明書交付期限等

平成２７年３月１２日　開札

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
入札審査委員会において、仕様書、公告掲示場所等について検討
し、前年と同様の内容とした。

②業務等準備期間の十分な確保 ○
前年度と同様の業務等準備期間を確保した。

③公告期間の見直し ○
入札公示を３週間程度早め、公告期間を８日間から４週間程度へ
延ばすこととした。

④公告周知方法の改善 ○

応札が可能であると見込まれる業者へ電話によるＰＲを行った。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在導入の予定はない。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加者の他に入札説明書の交付を希望する者がいなかった。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、全等級を対象とした。前年
度も全等級としている。

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

一者応札・応募等事案フォローアップ票（平成２６年度第４四半期分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

契 約 締 結 日

　上記のとおり、法人における改善取組はほぼ実施されているが、仕様書、業務等準備期間、公告周知方法の見
直し等改善する余地はあると思われる。

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

　引き続き見直しを実施し、複数応札となるよう取り組む。

本案件を審議した契約監視委員会の委員

　委員の合議により審議

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組は、現在対応可能な方策は全て実施した。

契約監視委員会のコメント
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一般競争入札

自動車用他燃料単価契約

平成27年3月17日

(株)宇田川コーポレーション

平成２７年２月１８日　入札公告

平成２７年３月１１日　入札説明書交付期限等

平成２７年３月１３日　開札

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
入札公告を前年度より９日間早めて、入札を早期に行うこととした。

②業務等準備期間の十分な確保 ○
入札を早期に行ったことにより、業務等準備期間を昨年より11日間
長く確保した。

③公告期間の見直し ○
前年度と同様の公告期間を確保した。

④公告周知方法の改善 ○

前年度に引き続きホームページ及び所内に掲載し、林木育種セン
ター、森林農地整備センター、農林水産技術会議事務局筑波事務
所、つくば市役所へ入札公告の掲示を依頼し、また、つくば市商工
会および筑波研究支援センターのホームページに調達情報のリン
クを貼ってもらい参入が予想される業者に幅広くPRを行った。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在導入の予定はない。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加者の他に入札説明書の交付を希望する者がいなかった。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、全等級を対象とした。前年
度も全等級としている。

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

一者応札・応募等事案フォローアップ票（平成２６年度第４四半期分）

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組は、現在対応可能な方策は全て実施した。

契約監視委員会のコメント

　上記のとおり、法人における改善取組はほぼ実施されているが、仕様書、業務等準備期間、公告周知方法の見
直し等改善する余地はあると思われる。

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

契 約 締 結 日

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

　引き続き見直しを実施し、複数応札となるよう取り組む。

本案件を審議した契約監視委員会の委員

　委員の合議により審議
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一般競争入札

高分解能質量分析装置保守業務

平成27年3月19日

日本電子(株)筑波支店

平成２７年２月２３日　入札公告

平成２７年３月１６日　入札説明書交付期限等

平成２７年３月１８日　開札

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
改善事項の検討を行ったが、業者が特定されているため仕様の変
更は困難である。

②業務等準備期間の十分な確保 ○
前年度と同様の業務準備期間を確保した。

③公告期間の見直し ○
前年度と同様の公告期間を確保した。

④公告周知方法の改善 ○

前年度に引き続きホームページ及び所内に掲載し、林木育種セン
ター、森林農地整備センター、農林水産技術会議事務局筑波事務
所、つくば市役所へ入札公告の掲示を依頼し、また、つくば市商工
会および筑波研究支援センターのホームページに調達情報のリン
クを貼ってもらい参入が予想される業者に幅広くPRを行った。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在導入の予定はない。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加者の他に入札説明書の交付を希望する者がいなかった。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、全等級を対象とした。前年
度も全等級としている。

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

契 約 締 結 日

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募等事案フォローアップ票（平成２６年度第４四半期分）

法 人 名

　引き続き見直しを実施し、複数応札となるよう取り組む。なお、特定の業者とならざるを得ない場合には、競争性
のない随意契約に移行することも検討する。

本案件を審議した契約監視委員会の委員

　委員の合議により審議

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組は、現在対応可能な方策は全て実施した。

契約監視委員会のコメント

　上記のとおり、法人における改善取組はほぼ実施されているが、業務等準備期間、公告期間の見直し等改善す
る余地はあると思われる。

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）
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一般競争入札

独立行政法人会計システム保守・運用支援業務

平成27年3月19日

(株)ＮＴＴデータ・アイ

平成２６年２月１８日　入札公告

平成２６年３月１１日　入札説明書交付期限等

平成２６年３月１３日　開札

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
業者が特定されているため、複数応札に対応する仕様に変更する
ことは困難である。

②業務等準備期間の十分な確保 ○
前年度と同様の準備期間を確保した。

③公告期間の見直し ○
前年度と同様の公告期間を確保した。

④公告周知方法の改善 ○

前年度に引き続きホームページ及び所内に掲載し、林木育種セン
ター、森林農地整備センター、農林水産技術会議事務局筑波事務
所、つくば市役所へ入札公告の掲示を依頼し、また、つくば市商工
会および筑波研究支援センターのホームページに調達情報のリン
クを貼ってもらい参入が予想される業者に幅広くPRを行った。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在導入の予定はない。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札説明書を受領したものの、入札には参加しなかった業者には
理由等をヒアリングした。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、全等級を対象とした。前年
度も全等級としている。

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

一者応札・応募等事案フォローアップ票（平成２６年度第４四半期分）

法 人 名

案 件 番 号

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組は、現在対応可能な方策は全て実施した。

契約監視委員会のコメント

　上記のとおり、法人における改善取組はほぼ実施されているが、仕様書、業務等準備期間、公告周知方法の見
直し等改善する余地はあると思われる。

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

　引き続き見直しを実施し、複数応札となるよう取り組む。なお、特定の業者とならざるを得ない場合には、競争性
のない随意契約に移行することも検討する。

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

契 約 締 結 日

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募等の改善取組内容

本案件を審議した契約監視委員会の委員

　委員の合議により審議
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一般競争入札

薬品類（ライフテクノロジーズジャパン）単価契約

平成26年3月19日

東和科学(株)

平成２７年２月２４日　入札公告

平成２７年３月１７日　入札説明書交付期限等

平成２７年３月１９日　開札

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
改善事項の検討を行ったが、特定の薬品を購入せざるを得ないた
め仕様の変更は困難である。

②業務等準備期間の十分な確保 ○
前年度と同様の業務準備期間を確保した。

③公告期間の見直し ○
前年度と同様の公告期間を確保した。

④公告周知方法の改善 ○

前年度に引き続きホームページ及び所内に掲載し、林木育種セン
ター、森林農地整備センター、農林水産技術会議事務局筑波事務
所、つくば市役所へ入札公告の掲示を依頼し、また、つくば市商工
会および筑波研究支援センターのホームページに調達情報のリン
クを貼ってもらい参入が予想される業者に幅広くPRを行った。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在導入の予定はない。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札説明書を受領したものの、入札には参加しなかった業者には
理由等をヒアリングした。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、全等級を対象とした。前年
度も全等級としている。

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

契 約 の 件 名 及 び 数 量

契 約 締 結 日

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札・応募等事案フォローアップ票（平成２６年度第４四半期分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

　委員の合議により審議

一者応札改善の取組は、現在対応可能な方策は全て実施した。

契約監視委員会のコメント

　上記のとおり、法人における改善取組はほぼ実施されているが、引き続き、仕様書、業務等準備期間、公告期
間の見直しを実施するとともに、「業者からの聴き取り」によって得られた改善事項があれば、改善していく必要が
ある。　　　・

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

　引き続き見直しを実施し、複数応札となるよう取り組む。

本案件を審議した契約監視委員会の委員
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一般競争入札

走査電子顕微鏡保守業務

平成27年3月23日

日本電子(株)大阪支店

平成２７年１月２６日　入札公告

平成２７年３月９日　入札説明書交付期限等

平成２７年３月１２日　開札

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
現在対応可能な方策は全て実施しているが、業者が特定されてい
るため、仕様の変更は困難である。

②業務等準備期間の十分な確保 ○
前年度と同様の業務準備期間を確保した。

③公告期間の見直し ○
入札公告日を前年より早めて、入札公告期間を開所日で約３０日
間とした。

④公告周知方法の改善 ○

前年度に引き続き本所・関西支所のホームページに掲載し、本所、
関西支所、関西育種場で入札公告の掲示を行い、幅広くPRを行っ
た。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在導入の予定はない。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加者の他に入札説明書の交付を希望する者がいなかった。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、全等級を対象とした。前年
度も全等級としている。

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

一者応札・応募等事案フォローアップ票（平成２６年度第４四半期分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

契約監視委員会のコメント

　上記のとおり、法人における改善取組はほぼ実施されているが、業務等準備期間、公告期間の見直し等改善す
る余地はあると思われる。

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

　引き続き見直しを実施し、複数応札となるよう取り組む。なお、特定の業者とならざるを得ない場合には、競争性
のない随意契約に移行することも検討する。

本案件を審議した契約監視委員会の委員

　委員の合議により審議

契 約 締 結 日

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組は、現在対応可能な方策は全て実施した。



別紙

独立行政法人森林総合研究所

15

一般競争入札

液体窒素等単価契約

平成27年3月24日

(株)巴商会那珂分室

平成２７年２月２５日　入札公告

平成２７年３月１９日　入札説明書交付期限等

平成２７年３月２０日　開札

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
仕様書について納品方法を見直し、より具体的な方法を記載した。

②業務等準備期間の十分な確保 ○
前年より５日間程度長い業務準備期間を確保した。

③公告期間の見直し ○
前回と同様の公告期間を確保した。

④公告周知方法の改善 ○

前年度に引き続き林木育種センターHP・本所HPに掲載し、林木育
種センター内掲示板2箇所及び本所掲示板に掲示し、茨城大学工
学部、茨城森林管理署へ入札公告の掲示を依頼し、幅広く周知を
行った。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在導入の予定はない。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加者の他に入札説明書の交付を希望する者がいなかった。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、全等級を対象とした。前年
度も全等級としている。

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組は、現在対応可能な方策は全て実施した。

契約監視委員会のコメント

一者応札・応募等事案フォローアップ票（平成２６年度第４四半期分）

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

契 約 締 結 日

　上記のとおり、法人における改善取組はほぼ実施されているが、業務等準備期間、公告期間の見直し等改善す
る余地はあると思われる。

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

　引き続き見直しを実施し、複数応札となるよう取り組む。

本案件を審議した契約監視委員会の委員

　委員の合議により審議
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一般競争入札

プリンター用消耗品類（トナー、インク、廃トナーボックス）単価契約

平成27年3月26日

(株)トータル・サポート・システム営業部

平成２７年２月２５日　入札公告

平成２７年３月２３日　入札説明書交付期限等

平成２７年３月２５日　開札

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
改善事項の検討を行ったが、製品が特定されるため仕様の変更は
困難である。

②業務等準備期間の十分な確保 ○
前年度と同様の業務準備期間を確保した。

③公告期間の見直し ○
前年度より３日間長く、公告期間を確保した。

④公告周知方法の改善 ○

前年度に引き続きホームページ及び所内に掲載し、林木育種セン
ター、森林農地整備センター、農林水産技術会議事務局筑波事務
所、つくば市役所へ入札公告の掲示を依頼し、また、つくば市商工
会および筑波研究支援センターのホームページに調達情報のリン
クを貼ってもらい参入が予想される業者に幅広くPRを行った。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在導入の予定はない。

⑥業者等からの聴き取り ○
入札参加者の他に入札説明書の交付を希望する者がいなかった。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、全等級を対象とした。前年
度も全等級としている。

（注）１．「一者応札・応募の改善取組内容」における「改善項目」は、平成21年7月3日事務連絡「競争契約における１者応札・１者応募についての改善

　　　　　方策等について（依頼）」に基づき各法人で作成した改善方策等を基に、適宜追加すること。

（注）２．「一者応札・応募の改善取組内容」における「状況」は、取組済の場合は「○」、取組未済の場合は「×」を記載。

（注）３．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

契 約 締 結 日

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

一者応札・応募等事案フォローアップ票（平成２６年度第４四半期分）

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

　引き続き見直しを実施し、複数応札となるよう取り組む。

本案件を審議した契約監視委員会の委員

　委員の合議により審議

入 札 経 緯 及 び 結 果

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

一者応札改善の取組は、現在対応可能な方策は全て実施した。

契約監視委員会のコメント

　上記のとおり、法人における改善取組はほぼ実施されているが、業務等準備期間、公告期間の見直し等改善す
る余地はあると思われる。


